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2022年会計年度任用職員等及び任期付職員の処遇改善に関する要求書 

 

 

 東京都における臨時・非常勤職員制度については、地方公務員法及び地方自治法の改正

を踏まえ、2020 年 4 月の改正法施行に合わせて、労使合意の上で会計年度任用職員制度を

導入し、一般職及び特別職非常勤職員制度からの移行、臨時職員制度の廃止、会計年度任

用職員（アシスタント職）の新設、会計年度任用職員に対する期末手当の支給等について

対応してきた経過にあります。 

しかし、改正法の施行によってもなお、常勤職員との均等待遇は不十分といわざるを得

ません。とりわけ制度が発足した直後から、人事委員会勧告により２年連続で期末手当が

引き下げられ、会計年度任用職員にとって大きな収入減となったことは重大な問題であり、

容認できるものではありません。あらためて報酬額水準の大幅改善、一時金のあり方、諸

手当支給などの抜本的な改善が求められます。 

 都における会計年度任用職員は、公務・公共サービス、公教育の重要な担い手として、

常勤職員と同様の業務に従事するなど、欠かすことのできない存在となっており、さらな

る処遇改善が喫緊の課題です。また、会計年度任用職員（アシスタント職）についても、

賃金単価の大幅改善などの処遇改善が早急に求められます。 

 さらに、東京 2020 大会を契機に採用が始まった４条任期付職員は、新型コロナウイルス

感染症対策とその業務支援が継続され各局とも困難な執行体制が強いられるなか、４条任

期付職員の年度途中の採用・募集が進められており、賃金・労働条件をはじめとする処遇

の改善が大きな課題となっています。 

 つきましては、下記の要求事項を真摯に受け止め、踏み込んだ検討を行い実現すること

を強く求めます。 

 

 



 

記 

 

Ⅰ 基本的事項について 

 

 １ 都労連との交渉・協議について 

 

（１）会計年度任用職員をはじめとする非常勤職員の賃金・労働条件等については、都

労連との交渉・協議による合意に基づき改善を図ること 

 

 ２ 雇用について 

 

（１）雇用の安定化を図るため、会計年度任用職員について、４回までとしている更新

回数の制限を撤廃すること 

 

（２）本人希望に基づき、複数年の任用や常勤職員への任用が可能となる制度を確立す

ること 

 

 ３ 報酬について 

 

（１）会計年度任用職員等の報酬額については、常勤職員との均等待遇を基本に、その

職に求められる専門性や職務の困難性等を踏まえ、給与水準を改善すること 

 

（２）会計年度任用職員等の勤務実態を踏まえ、同一の職にあって異なる職務・職責を

担っている場合は、その実態に即した相応しい職を設置し、報酬改善を図ること。

当面、非常勤職員の主任職を全庁的に設置すること 

 

（３）勤続年数や職務経験等に応じて、報酬額を引き上げるなどの制度を構築すること。

そのために、一定の勤続年数や職務経験等に基づく昇給制度を導入すること 

 

４ 諸手当について 

 

（１）常勤職員との均等待遇の観点を踏まえ、常勤職員と同じ支給月数の一時金、もし

くはそれに相当する報酬を支給する制度改善を直ちに行うこと 

 

（２）常勤職員に支給されている扶養手当や住居手当等の生活関連手当について、もし

くは、それに相当する報酬を支給する制度改善を直ちに行うこと 

 



（３）特殊作業や有害等危険業務に従事した場合、常勤職員に支給されている特殊勤務

手当について、もしくは、それに相当する報酬を支給すること。 

 

（４）パートタイム勤務会計年度任用職員に対しても、勤続年数に応じて、退職手当、

もしくはそれに相当する報酬を支給する制度改善を直ちに行うこと 

  

５ 休暇等について 

 

（１）病気休暇や生理休暇、介護休暇等、各種休暇制度について、常勤職員に準じる制

度とし、これらを取得した際には、報酬の減額を行わないこと 

 

（２）職務遂行上、必要な資格試験の受験や、職務上の知見等に資する講演会等の聴講

等について、常勤職員に準じて職務を免除すること。なお、その際には、報酬の減

額を行わないこと 

 

Ⅱ 会計年度任用職員（アシスタント職）の処遇改善について 

 

 （１）全ての会計年度任用職員（アシスタント職）の賃金単価を大幅に改善すること。

当面、速やかに、１時間あたり１，５００円以上に引き上げを行うこと 

 

（２）会計年度任用職員（アシスタント職）に係る予算については、期末手当の支給や

社会保険料等の支出を行うことを前提として、増額を図ること 

 

（３）休暇制度及び職務専念義務の免除に関しては、常勤職員に準じる制度とするとと

もに、年次有給休暇をはじめとする休暇制度等に関する周知はもとより、休暇等を

取得しやすい職場環境を整えること 

 

Ⅲ ４条任期付職員について 

 

 （１）任期付職員の賃金水準を改善すること 

 

（２）任用期間に伴う昇給措置を実現すること 

 

（３）任期満了後の常勤職員への任用切替制度を創設すること 

 

（４）上記（１）から（３）について、今確定交渉期において整理し、２０２２年度か

ら施行すること。 

 

以 上 


